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本日の内容

1. 中越沖地震における発電所の状況

①初動対応について

②プラントの状況について

③地震による発電所への影響について

2. これまでの点検結果と今後のスケジュール

3. 地質調査について

4. 発電所地表面および建屋の測量結果
（中間報告）

本資料の著作権は東京電力株式会社に帰属します。東京電力株式会社



2

1．中越沖地震における発電所の状況

本資料の著作権は東京電力株式会社に帰属します。東京電力株式会社
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新潟県中越沖地震の概要

発生時刻　平成19年７月16日　10時13分

震源地　新潟県上中越沖
（発電所からの水平距離　16km、深さ　17km）

マグニチュード　6.8

各地の震度
　震度６強　（新潟県）柏崎市、刈羽村
　震度５強　（新潟県）小千谷市

本資料の著作権は東京電力株式会社に帰属します。東京電力株式会社
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①　初動対応について

非常災害
対策本部

現場
パトロール

自治体発電所
からの
第一報

マスコミ

当番者などによる
初動対応

仮対策本部
（屋外）

災害対策本部
（緊急時対策室）

パトロール（延べ533人）

10:13 地震発生 10:45 13:05

10:30
17日19時15分まで

地震発生連絡
10:25
国
10:35
新潟県

10:37
柏崎市

11:18
刈羽村

10:45　地震の影響について

7月16日にマスコミに発電所の状況について計4回発表

連絡の遅れ
（情報発信機器が
使用できず）

本資料の著作権は東京電力株式会社に帰属します。東京電力株式会社
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②　プラントの状況について
（「止める」、「冷やす」、「閉じこめる」）

本資料の著作権は東京電力株式会社に帰属します。東京電力株式会社
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地震発生時の発電所の運転状況

起動中 運転中

2号機 3号機、4号機、7号機
定期検査中

1号機、5号機、6号機

2号機、3号機、4号機、7号機
自動停止（全制御棒全挿入）

1号機、5号機、6号機
定期検査中

本資料の著作権は東京電力株式会社に帰属します。東京電力株式会社
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地震時の中央制御室の様子（再現）

（動画）

本資料の著作権は東京電力株式会社に帰属します。東京電力株式会社
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必要な機能　～止める～

原子炉建屋

地震加速度大

スクラム信号

地震発生

地震計

制御棒を挿入するための
水圧制御ユニット
（地震時に作動）

全制御棒全挿入を確認 「止める」が健全に機能
本資料の著作権は東京電力株式会社に帰属します。東京電力株式会社
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必要な機能　～冷やす～　1/2
１）原子炉水位を維持する

２）原子炉水が沸騰しない状態まで冷やす

　ａ）原子炉水温度　 100℃未満（冷温停止）
　ｂ）原子炉圧力　　　大気圧

本資料の著作権は東京電力株式会社に帰属します。東京電力株式会社
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地震発生
10時13分

7/16
12時 15時 18時 21時

7/17
0時 3時 6時

2号機

3号機

4号機

7号機

全
制
御
棒
全
挿
入
を
確
認

原子炉水温度100℃未満の冷温停止
→　　　　　　　　　　　　　　　　　　→　現在も冷温に維持

必要な機能　～冷やす～　2/2

「冷やす」が健全に機能
本資料の著作権は東京電力株式会社に帰属します。東京電力株式会社
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必要な機能　～閉じこめる～　1/4

燃料および被覆管は健全
（原子炉水の放射能濃度
に変化無し）

原子炉圧力容器は健全
（漏水なし）

「閉じこめる」が健全に機能

本資料の著作権は東京電力株式会社に帰属します。東京電力株式会社
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必要な機能　～閉じこめる～　2/4

3号機　主排気筒モニタ指示値

本資料の著作権は東京電力株式会社に帰属します。東京電力株式会社
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必要な機能　～閉じこめる～　3/4

降雨による影響

モニタリングポスト指示値
本資料の著作権は東京電力株式会社に帰属します。東京電力株式会社
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必要な機能　～閉じこめる～　4/4

降雨による影響

海水モニタ指示値
本資料の著作権は東京電力株式会社に帰属します。東京電力株式会社
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③　地震による発電所への影響について

上
位
ほ
ど
高
い
耐
震
性
を
要
求

Asクラス
(原子炉圧力容器、
残留熱除去系)

Aクラス
(非常用炉心冷却系)

Bクラス
(タービン、

廃棄物処理設備)

Cクラス
(一般機器・配管系)

As,Aクラスが主
Bクラスが主

Cクラス
　発電機、循環水系、変圧器など

原子力発電所の設備は，
設備の重要度に応じて
耐震設計を実施

「止める」「冷やす」
「閉じこめる」の機能が
健全であることが要求される

Cクラス

本資料の著作権は東京電力株式会社に帰属します。東京電力株式会社
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As、Aクラスの設備の状況

主蒸気隔離弁
原子炉冷却材
再循環系ポンプ

残留熱除去系
ポンプ

外観目視点検の結果、
安全上重要な設備の損傷は確認されず

本資料の著作権は東京電力株式会社に帰属します。東京電力株式会社
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地震発生後の構内設備の損傷

本資料の著作権は東京電力株式会社に帰属します。東京電力株式会社
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地震発生後の構内設備の損傷

1号機
屋外消火配管損傷

1号機
排気ダクトのずれ

本資料の著作権は東京電力株式会社に帰属します。東京電力株式会社
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3号機　所内変圧器火災への対応
10:13　地震発生

10:15　発煙を発見

　　　→当直長へ連絡

　　　消防署へ通報開始

　　　（10：27につながる）

　　　初期消火活動開始

11:23　消防署へ再度連絡

11:32　消防署による消火活動開始

12:10　鎮火確認

ホットラインを有効に
活用できず

消火配管の損傷により
消火できず

本資料の著作権は東京電力株式会社に帰属します。東京電力株式会社
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火災の状況

防火壁

防火壁により延焼はなし

放射性物質を含んでいないため、放射性物質の
放出の恐れなし

本資料の著作権は東京電力株式会社に帰属します。東京電力株式会社
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６号機の放射性物質の漏えい

排水口

地下１階

３階

中３階

管理区域非管理区域

４階

原子炉建屋

水溜り

水溜り

非放射性の排水タンク

使用済み燃料プール

海

燃料交換機
給電ボックス

流入箇所

放水口

使用済燃料プール水が燃料交換機の電線管を通じて

非管理区域へ滴下し，排水タンク経由で海へ放出

ケーブル貫通部
構造の問題

放射能測定の遅れ
本資料の著作権は東京電力株式会社に帰属します。東京電力株式会社
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７号機の放射性物質の漏えい

原子炉建屋

タ ー ビ ン
建屋

排
気
筒

ﾌｨﾙﾀ

ﾌｨﾙﾀ

原
子
炉

復水器

タービン ７号機主排気筒
モニタ小屋

建屋換気

活性炭式希ガス
ホールドアップ装置

プラント停止後も
起動していた

復水器内に滞留していたヨウ素および粒子状放射性物質が

タービングランド蒸気排風機により吸引され放出

排風機停止操作
の遅れ

排風機

本資料の著作権は東京電力株式会社に帰属します。東京電力株式会社
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外部への影響
放射線量

（ミリシーベルト）

0.05
原子力発電所周辺の
年間線量目標値

7号機

約0.0000002ミリシーベルト

6号機

約0.000000002ミリシーベルト

環境への影響はなし

胸部レントゲン（1回）

0.29
食べ物を通じ体内から
年間受ける放射線量

2.4
1人あたりの自然放射線

(世界平均)

本資料の著作権は東京電力株式会社に帰属します。東京電力株式会社
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課題と対策　1/3

緊急時対策室の耐震性向上により，情報発信
機能を強化

災害時の新たな情報発信方策を検討

一般の方にわかりやすい情報発信を検討

災害時に本店からの広報支援チームの
現地への派遣、対応の検討

情報伝達の遅れへの対策、地域への広報活動

本資料の著作権は東京電力株式会社に帰属します。東京電力株式会社
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課題と対策　2/3

化学消防車を配備
24時間体制で待機
(７月19日～)

今後の計画

24時間体制の消火班
の設置

大型消火器の設置

消防との連携のもとで
訓練を強化

消火設備・体制の不備への対策

中央制御室から消防署への
専用回線の設置

本資料の著作権は東京電力株式会社に帰属します。東京電力株式会社
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課題と対策　3/3

６号機（ケーブル貫通部構造の問題、測定の遅れ）
貫通部のシール性を向上
休祭日，夜間の放射線測定員の増強
（８／３１より実施）

７号機（排風機停止操作の遅れ）
運転手順書の改訂。
また，設備の改善について検討

放射性物質の放出への対策

本資料の著作権は東京電力株式会社に帰属します。東京電力株式会社
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2．これまでの点検結果と
今後のスケジュール

本資料の著作権は東京電力株式会社に帰属します。東京電力株式会社
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主な点検・作業について

①　外観目視点検

②　機器の動作確認

③　炉内構造物の点検

④　復旧作業

安全上重要な機器は外観上
健全

非常用炉心冷却ポンプ、
ディーゼル発電機などの
動作確認

固体廃棄物貯蔵庫、
構内道路などの復旧

条件が整ったプラントから
点検開始

本資料の著作権は東京電力株式会社に帰属します。東京電力株式会社
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①　外観目視点検

主蒸気隔離弁
原子炉冷却材
再循環系ポンプ

残留熱除去系
ポンプ

安全上重要な機器は外観上健全

今後、分解・点検等を実施予定

本資料の著作権は東京電力株式会社に帰属します。東京電力株式会社
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②　機器の動作確認　1/2

ディーゼル発電機 非常用炉心冷却ポンプ

今後、分解・点検等を実施予定

機器を運転し、動作を確認

本資料の著作権は東京電力株式会社に帰属します。東京電力株式会社



31

②　機器の動作確認　2/2
非常用ディーゼル

発電機
非常用

炉心冷却ポンプ

１号機 ２／３ １／５

５／５

５／５

５／５

２／５

３／５

５／５

２６／３５

２号機 ３／３

３号機 ３／３

４号機 ３／３

５号機 ３／３

６号機 ３／３

７号機 ３／３

合計 ２０／２１
平成19年10月15日現在

本資料の著作権は東京電力株式会社に帰属します。東京電力株式会社
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③　炉内構造物の点検

第1段階
原子炉上部

第2段階
原子炉中間部

第3段階
原子炉底部

上部格子板

炉心支持板

原子炉内構造物の損傷や変形
の有無を水中カメラにより確認

1号機　終了

本資料の著作権は東京電力株式会社に帰属します。東京電力株式会社



33

炉内構造物の点検の様子（1号機）

（動画）

本資料の著作権は東京電力株式会社に帰属します。東京電力株式会社
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点検結果（1号機　原子炉上部）

上部
格子板

炉心スプレイ
スパージャ

ガイドロッド

給水
スパージャ

炉心スプレイ
配管

炉心スプレイ
スパージャ

目視点検結果から異常は認められておりません

本資料の著作権は東京電力株式会社に帰属します。東京電力株式会社
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点検結果（1号機　原子炉中間部）

燃料支持金具

ジェット
ポンプ

炉心支持板低圧炉心
注入配管

LPRM

目視点検結果から異常は認められておりません

本資料の著作権は東京電力株式会社に帰属します。東京電力株式会社
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点検結果（1号機　気水分離器）

ガイドピン

仮置き用
脚部

目視点検結果から機能・構造に異常は認められておりません
(仮置き用脚部・ガイドピンに曲がりを確認)

本資料の著作権は東京電力株式会社に帰属します。東京電力株式会社
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点検結果（7号機　燃料配置確認）
炉心概略図

燃料集合体配置状況

燃料集合体

制御棒

燃料は正しい位置にあり、制御棒は全挿入を確認
本資料の著作権は東京電力株式会社に帰属します。東京電力株式会社
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今後の炉内点検スケジュール

本資料の著作権は東京電力株式会社に帰属します。東京電力株式会社
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④復旧作業　1/2

道路の復旧

1号機　消火系配管破損
本資料の著作権は東京電力株式会社に帰属します。東京電力株式会社
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④復旧作業　2/2

３号機　所内変圧器の搬出

固体廃棄物貯蔵庫

本資料の著作権は東京電力株式会社に帰属します。東京電力株式会社
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3．地質調査について

本資料の著作権は東京電力株式会社に帰属します。東京電力株式会社
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建設時の地質調査
新指針対応の地質調査

施設の耐震安全性評価

地質構造の評価

地質調査の位置づけ

中越沖地震

今回の地質調査

本資料の著作権は東京電力株式会社に帰属します。東京電力株式会社
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地質調査の目的
昨年 今回

目的 新指針対応

　→敷地内および敷地
　近傍の地質構造に
　関する評価の補完

中越沖地震を踏まえた耐震安全性
の評価
→広域な地質構造の評価

調査
内容

起震車による地下探査 海上音波探査

起震車による地下探査（範囲拡大）

ボーリング調査など

期待
される
成果

敷地内および敷地近傍
における地質構造

中越沖地震の震源に関する地盤の
情報

敷地内および近傍の断層評価

地震後の発電所基礎岩盤の状況
確認

本資料の著作権は東京電力株式会社に帰属します。東京電力株式会社
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地質調査の全体概要

①【海域】
H19.8.27～H19.10末予定

約50km

約140km

長
岡
平
野
西
縁
断
層
帯

②【陸域】
H19.9.20～
H20.3末予定

③【敷地および敷地近傍】
H19.10.3～H20.3末予定

本資料の著作権は東京電力株式会社に帰属します。東京電力株式会社
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①　海域の調査

音波探査概念図

柏崎刈羽
原子力発電所

■海上音波探査
海上音波探査により，周辺海域の
地下構造を評価

測線数：80本
総延長：約1,350km

本資料の著作権は東京電力株式会社に帰属します。東京電力株式会社
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②　陸域の調査　1/3

○発電所周辺：14測線、総延長約100km

○発電所敷地内および発電所近傍：
　 4測線　総延長約9km

 

反射法地震探査の探査原理図

起震車による地下探査
起震車を用いた地下探査により，長岡平野西縁断層帯を
含む周辺陸域の地下構造を評価

①
②

③

④

⑤

⑥

⑦
⑧⑨

⑩⑪

⑬
⑫

⑭

a

b

c

d

地下探査測線位置（予定）

凡例

　　　地下探査測線
　　　長岡平野西縁断層帯

本資料の著作権は東京電力株式会社に帰属します。東京電力株式会社
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②　陸域の調査　2/3

（動画）
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地表地質調査
地表を目視で調べ、変状状況から断層
の有無を調査

ＧＰＳ測量
衛星を使って地表の高さや位置を調べ、
地震前のデータと比較し、広域な
地表面の変動を調査

②　陸域の調査　3/3　

今回測量するＧＰＳ基準点（33カ所）

　凡　例　

地表地質調査（発電所から半径約10km）

国の電子基準点（10カ所）

柏崎市

発電所

刈羽村

北
陸
自
動
車
道

関越自動車道
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③　敷地および敷地近傍の調査　1/2

ボーリング調査

地下探査結果と地質を対比

地震前後の基礎岩盤特性の変化を
確認するため、ボーリング調査および
岩盤の物性試験を実施

　　 地下探査結果を対比するためのボーリング調査
　 　（深さ300ｍ～1300ｍ程度、4ヵ所）

　　 岩盤を対象としたボーリング調査
　 　（深さ最大300ｍ程度、13ヵ所）

　　 反射法地震探査測線（再掲）

　凡　例　

地下深部・建屋基礎岩盤の調査
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③　敷地および敷地近傍の調査　2/2

　凡　例　
敷地内でのボーリング調査
地表付近の地下探査（弾性波探査）
埋戻し土掘削調査
航空写真測量
敷地内の断層の観察
敷地近傍の断層の水準測量
真殿坂断層が推定される向斜

敷地内でのボーリング調査

地表付近の地下探査

埋戻し土掘削調査

航空写真測量

敷地内の代表的な断層の観察

敷地近傍の断層（真殿坂断層）を
横断する水準測量

地表面の調査

本資料の著作権は東京電力株式会社に帰属します。東京電力株式会社
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　　地質調査のスケジュール

10 20 30 10 20 30 10 20 30

海域の調査 海上音波探査

周辺陸域の調査
（１）

起震車による地下探査

周辺陸域の調査
（２）

地表地質調査
GPS測量

敷地および敷地
近傍の調査（１）

ボーリング調査（岩盤）
物性試験

敷地および敷地
近傍の調査（２）

ボーリング調査(埋戻し土）
各種地盤調査
測量
断層調査

地質調査スケジュール（予定）
１２月 １月 ２月 ３月８月 ９月 １０月 １１月
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４．発電所地表面および建屋の
　　測量結果（中間報告）
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発電所地表面の測量結果（１－４号機側）

1 2
3 4
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発電所地表面の測量結果（５－７号機側）

567
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状況写真（１）

① ②

1～4号機側
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③ ④

状況写真（２）

5～7号機側
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発電所地表面の測量結果

【調査結果】
建屋の海側や、建屋沿いの地表面で沈下（埋め戻し部）
断層が動いたときに発生する大規模で直線的な沈下や
隆起なし

【今後の予定】
国の水準点が復旧次第、正確な発電所地表面レベルをとり
まとめる予定

本資料の著作権は東京電力株式会社に帰属します。東京電力株式会社
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建屋の測量結果（１－４号機側）

建屋レベルは、地震前水準測量（平成18年5月に実施）に対する地震後水準測量の差分

・単位：mm固定点（仮定）

・単位：mm
・　　　　　は各建屋の最大傾斜箇所と方向を示す

（１－４号機配置図）
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建屋の測量結果（５－７号機側）

（５－７号機配置図）

固定点（仮定）

建屋レベルは、地震前水準測量（平成18年5月に実施）に対する地震後水準測量の差分

・単位：mm
・　　　　　は各建屋の最大傾斜箇所と方向を示す

本資料の著作権は東京電力株式会社に帰属します。東京電力株式会社
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建屋傾斜変化について

原子炉建屋

タービン建屋

原子炉建屋

タービン建屋

原子炉建屋

タービン建屋

原子炉建屋

タービン建屋

原子炉建屋

原子炉建屋

タービン建屋

コントロール建屋
６号機

５号機

４号機

３号機

２号機

タービン建屋

廃棄物処理建屋

原子炉建屋

タービン建屋
７号機

１号機

1/100000 1/10000 1/1000 1/100

小 大傾斜量

傾斜限界値の目安（日本建築学会）
(1/2000)
▼

傾斜量＝
変位量

建屋の幅

最大　約1/4,700

建屋の幅

変位量
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建屋の測量結果

【調査結果】
原子炉建屋、タービン建屋については、構造上影響を与える
ような大きな傾斜はなし

【今後の予定】
国の水準点が復旧次第、地震前後の正確な建屋レベルを
とりまとめる予定
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